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子ども食堂等の実態調査結果について 

１ 調査の目的  

子ども食堂と食堂の利用を希望する家庭をつなげるとともに、運営者同士のネットワ

ークづくりに資するため、県内の子ども食堂の活動状況を調査しました。子ども食堂等

に関して、県民の皆様への周知を目的に本格的な調査を行うのは今回が初めてとなりま

す。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大により、全国で多くの子ども食堂等が休止とな

りました。県内の子ども食堂等の活動への影響ついても併せて調査しました。 

２ 調査対象 

子ども食堂を運営している団体や個人のほか、子どもを支援する地域食堂事業者、食

堂ではないものの、子どもへの食事提供を含めた事業を行っている事業者や個人なども

幅広く対象としました。本調査では、これらを総称し「子ども食堂等」としております。 

３ 調査方法  

県が独自に把握した情報や市町村からの情報提供を受け、対象となる団体、事業者、

個人に県から調査票を配付し、回答を回収しました。  

４ 調査基準日  

令和２年７月７日（調査票回収後、個別に詳細を伺い回答を補足しております） 

５ 調査により把握した箇所数  

   調査により、県内の子ども食堂等として ３０箇所 を把握することができました。 

（公表は承諾を得られた２４箇所） 

６ 調査結果  

   結果は別紙「子ども食堂等実態調査結果」にまとめ、個々の子ども食堂等の状況は 

別紙「山梨県内の子ども食堂の状況」のとおりです。 

 

※本日開催の「地域コーディネーターフォローアップ事業第１回研修会」において、市町 

村担当者及び子ども食堂運営者等に対して結果の概要を説明し、共有します。 
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